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１ 進捗状況の概要 

  
  

① 行政改革推進計画の目的 

本市では、行政と地域社会を取り巻く社会経済情勢が大きく変わろう

とする中で、その背景を的確に捉え、限られた財源で最大の効果をあげ

るような行政システムを再構築するために、これまでの行政改革大綱を

見直し、平成１５年２月に「行政改革プラン２１」を策定しました。そ

して、「行政改革推進計画」はこの基本方針及び重点事項に基づき、今後

５年間に重点的に取り組んでいく事項をまとめ、行政改革の具体的な推

進を図ることを目的とします。 

なお、この推進計画に基づき、年度ごとに進行管理を行い、実施の評

価や効果を求め、行政運営に役立てていきます。 

 

② 行政改革推進計画の計画年度 

    平成１５年度～平成１９年度の５年間とします。 

    ただし、計画中に平成１４年度以前の項目があるのは、前行政改革

大綱及び推進計画にあった推進項目で、引続きこの計画でも推進する

ことが有益な項目やこの行政改革大綱及び推進計画の策定期間（平成

１３年度～平成１４年度）中に既に推進されていた項目を取り上げた

ことによります。 

    また、進行管理を進める中で、新たに実施する改革項目はこの行政改

革推進計画に追加して推進していきます。 

なお、この報告書では平成１６年度末における推進計画項目の進捗状

況を報告いたします。 
  

１ 豊川市行政改革推進計画について 
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（１）推進件数 

① 総括 

    推進計画には、具体的な推進項目として４１件を掲げています。その

うち、制度改正等により当面は推進を中止した１件を除いた４０件が、

現在の取組対象となっています。 

この取組対象のうち、平成１６年度末までに推進した項目は３６件で、

昨年度と比較し２件増加しました。その結果、取組対象に対する推進項

目の進捗率は９０．０％となっています。 

下の表は、その進捗状況をまとめたものです。 
 

推進計画年度 
実績 計画 

 ～14 15 16 小計  17 18 19 
計 

実施済  ６ ６ １２ 実施    １２ 
取組中 ６ ５ １ １２ 取組開始    １２ 
調整中 ６ ５ １ １２ 調整開始 ３ １  １６ 
計 １２ １６ ８ ３６  ３ １  ４０ 

※表中の分類について 

【実績】 

実施済  すでに取組みを終え、結果が出たもの 

取組中  その年度に取組みを開始し、現在も継続しているもの 

調整中  取組みに向けた調査、視察、検討を開始し、現在も継続して

いるもの 

【計画】 

実施   その年度に単年度で完結する取組みを行う予定のもの 

   取組開始 その年度から複数年度にわたる継続的取組みを開始するもの 

   調整開始 その年度から調査、視察、検討その他の調整を開始するもの 

２ 進捗状況 
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② 重点項目別 

    「行政改革推進計画」では行政改革推進項目を各重点項目別に分類し

ており、下の表は重点項目別に進捗状況を整理したものです。 
 

重点項目 実績 計画 計 

市民、企業、行政の協働化 ６ ０ ６ 

情報技術（ＩＴ）の積極的な活用 ８ ０ ８ 

組織機構・人材の活用 ６ １ ７ 

健全で効率的な行財政運営の推進 １５ ２ １７ 

行政評価制度の確立 １ １ ２ 

計 ３６ ４ ４０ 

 

（２）削減効果 

① 総括 

行政改革推進項目のなかには、具体的な数値でその効果を表すことが

できないものも多くありますが、金額として表すことのできるものにつ

いて、その効果を算出し、平成１６年度では、約７億８，６３３万円を

削減しました。 

  ② 重点項目別 

    重点項目別に分類しますと、次のとおりとなります。 

重点項目 削減経費（円） 

市民、企業、行政の協働化 6,208,000 

情報技術（ＩＴ）の積極的な活用 △142,087,828 

組織機構・人材の活用 156,035,000 

健全で効率的な行財政運営の推進 766,175,000 

行政評価制度の確立 0 

計 786,330,172 
※ 情報技術（IT)の積極的な活用がマイナスとなっているのは、戸籍管理

システム導入や区画整理システムに係る投資を行ったことを意味してい

ます。 

      これらのシステムの導入により、正規職員からパート職員への変更や、

担当人員の減員や時間外従事の縮小等の効果が得られていますが、組織

機構、人材の活用、定員管理の適正化等の削減経費の中で集計していま

す。 
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  各重点項目においての主な取り組みについては次のとおりです。なお、各

推進項目の取り組み状況については「推進計画表」（Ｐ．７～）に示してあり

ます。 

  ◎ 市民、企業、行政の協働化 

○ 公の施設における指定管理者制度による民間活用（Ｐ.７ №２） 

   「指定管理者制度」の実施に向けて、計画的かつ総合的な準備を着

実に進めていく必要があるため、その内容を整理し、制度を活用する

ための「公の施設における指定管理者制度導入指針」を平成１７年

２月に策定し、同年３月には「豊川市公の施設に係る指定管理者の指定

手続等に関する条例」を制定しました。平成１７年度においては、この

導入指針をもとに「指定管理者制度に係る公の施設のあり方の方針」

を定め、指定管理者制度を適用する施設や公募を実施する施設を決定

し、平成１８年４月の導入に向けて指定管理者の選定、条例整備等を

実施します。 

 ○ 電話交換業務の委託化の推進及び個別内線電話システムの導入 

   （Ｐ.８ №７） 

   平成１６年４月から市民病院の電話交換業務について、１名の退職

者に対する人員の不補充に伴う委託化を実施し、６，２０８千円を削

減しました。 

また、院内の医師等と直接内線ＰＨＳでの通話を可能とする個別内

線電話システムについて、平成１６年４月に導入しました。 

 

３ 主な取り組み 
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◎ 情報技術（ＩＴ）の積極的な活用 

○ 申請・届出等手続きのオンライン化の推進（Ｐ.９ №９） 

電子申請・届出システム研究会等へ１３回参加し、対象事業の検討

や選定を行い、平成１７年１月に２８手続きについて電子申請届出シ

ステムの稼動を開始しました。 

今後は、平成１８年１月に運用を開始する２０の手続きを追加する

ための最終調整を実施し、平成１８年度において運用開始する追加候

補手続きについて検討していきます。 

なお、本人確認なしで申請が可能な「あいち簡易電子受付サービス」

については、平成１７年７月４日に運用を開始しました。 
 

◎ 組織機構・人材の活用 

○ 定員管理の適正化（Ｐ.１１ №１６） 

平成１５年度から平成１６年度における定員管理については、戸籍

の電算化、収納体制の充実、新市民病院の建設業務など、業務の増加

に対応するために増員を図る一方、豊川市・宝飯郡４町合併協議の終

了、道路整備事業や建築確認などの業務量の減少、給食調理業務のパ

ート職員化など、事務事業の見直しにより１９名を減員（医療職員を

除く）し、１５６，０３５千円を削減しました。 

○ 消防署の組織・人員の見直し（Ｐ.１２ №２２） 

多様化する消防需要に広域的に対応し、消防サービスの高度化を図

るため、平成１６年１０月１日から豊川市（宝飯郡４町含む）及び豊

橋市の区域で消防通信指令事務の共同処理を開始しました。それに伴

い、通信指令課員を１１名から９名に削減し、退職金等、消防事務委

託費の算定方法を見直しました。 
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◎ 健全で効率的な行財政運営の推進 

○ 財政健全化計画の推進（Ｐ.１４ №２８） 

平成１４年１２月に改訂した｢健全な財政運営に向けて改訂版｣の

「今後の取り組み内容」を推進し、三役・教育長の給与削減、期末手

当の削減、扶養手当支給額の見直し、首長等交際費の一部カット、補

助金・交付金の見直し、公債費の借換え等を実施し、１６７，３３５

千円を削減しました。 

○ 公共工事のコスト縮減（Ｐ.１４ №２９） 

平成１２年度に策定した「公共工事コスト縮減対策に関する新行動

計画」に基づき、設計方法の見直し、積算の合理化など１１６施策の

うち３０施策を実施し、工事コストを８．７％縮減し、平成９年度時

点における標準工法と比較して５６７，９６３千円を削減しました。 

 

◎ 行政評価制度の確立 

○ 行政評価制度の確立（Ｐ.１７ №４０） 

平成１５年度に試行として作成した「豊川市の住みよさの成績表

（政策指標）」を発展させ、策定中の第５次総合計画の各基本計画に

おいて、事業の成果に着目した目標指標の設定に取り組みました。今

後は、この目標指標の調整を行い、平成１７年度中に第５次総合計画

の策定を完了させる予定です。 
 
 

 


